
業務棚卸評価シート（平成２３年度版） 1/16

実施計画

第５次実施計画

事業の指標の名称 目標値

21,097,519 21,097,519 活動指標の名称 目標値 21,696,211 21,696,211

1 総
レセプトの再審
査事務

医療機関等から請求され
たレセプトの再点検を行
い不適切な給付をなくす

医療機
関、被
保険

者、連
合会

定
例
定
型

14,872
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 医療費の適正
化

12回／
年

17,503

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

1
レセプトの再審
査事務

レセプトの縦覧点検
処理

点検対象月数
１２か月
分

年４回
（１２か
月分）

2,170
レセプトの縦覧点検
処理

点検対象月数
１２か月
分

4,620

業
務
計
画

不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

1
レセプトの再審
査事務

レセプトの内容点検
処理

処理回数 年１２回 年１２回 12,702
レセプトの内容点検
処理

処理回数 年１２回 12,883

業
務
計
画

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持

1
レセプトの再審
査事務

請求事務処理 処理回数 年１２回 年１２回 請求事務処理 処理回数 年１２回

業
務
計
画

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

2 総
被保険者証の一
斉更新に関する
事務

被保険者を示す証明書で
あるとともに、療養給付
を受けるときに提出する
証を発行

被保険
者

定
例
定
型

17,883
目標とした期限まで
に事務を行い、成果
が出ている。

Ａ 被保険者証の
発行

1回／年 21,031 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

2
被保険者証の一
斉更新に関する
事務

一斉更新に向けた準
備事務

準備時期
平成22
年９月

平成22
年９月

一斉更新に向けた準
備事務

準備時期
平成23
年９月

可
必
要

法
令
不
可

不
可

無 有り 24 再任用職員の活用
予算
なし

2
被保険者証の一
斉更新に関する
事務

被保険者証の発行 発行時期
平成22
年10月1
日

平成22
年10月1
日

17,883 被保険者証の発行 発行時期
平成23
年10月1
日

21,031 可
必
要

済
不
可

無 有り 24 再任用職員の活用 維持

3 総
高齢受給者証の
一斉更新に関す
る事務

７０歳以上の被保険者の
一部負担金の割合を示す
証を交付

70～
75歳
未満の
被保険

者

定
例
定
型

1,597
目標とした期限まで
に事務を行い、成果
が出ている。

Ａ 高齢受給者証
の発行

1回／年 2,124 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

3
高齢受給者証の
一斉更新に関す
る事務

更新の事務処理 準備時期
平成22
年７月

平成22
年７月

更新の事務処理 準備時期
平成23
年７月

可
必
要

法
令
不
可

不
可

無 有り 24 再任用職員の活用
予算
なし

3
高齢受給者証の
一斉更新に関す
る事務

高齢受給者証の発行 発行時期
平成22
年8月1
日

平成22
年8月1
日

1,597 高齢受給者証の発行 発行時期
平成23
年8月1
日

2,124 可
必
要

済
不
可

無 有り 24 再任用職員の活用 維持

4 総
国保システム改
修に関する事務

医療制度改革等に伴う国
保システムの改修

被保険
者

定
例
定
型

10,500
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 国保システム
の改修

1回／年 32,623 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

4
国保システム改
修に関する事務

国保システムの改修
委託

完成時期
制度開始
時

平成22
年9月・
平成23
年3月

10,500
国保システムの改修
委託

完成時期
制度開始
時

32,623
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

4
国保システムの
最適化に係る事
務

情報システム最適化
プロジェクトに従い
国保システムの最適
化

開発工程

平成24
年3月
（システ
ム検証工
程に入る
まで）

不
可

必
要

済
不
可

無 なし
予算
なし

5 総
共同電算処理事
業費支払い事務

保険者事務の効率化及び
国保事業運営の健全化を
主眼として、診療報酬明
細書等の確認事務を一元
化的に共同処理する。

国保
連合会

定
例
定
型

26,326
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ
共同電算処理
事業費支払い
事務

12回／
年

30,517 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

5
共同電算処理事
業費支払い事務

レセプト資格確認の
手数料支払

支払回数 年１２回 年１２回 26,326
レセプト資格確認の
手数料支払

支払回数 年１２回 30,517 可
必
要

法
令
不
可

不
可

無 有り 24 再任用職員の活用 維持

6 総
湘南地区都市国
保協議会に関す
る事務

湘南地区の国民健康保険
行政全般に関し、線密な
連絡及び共通事項の調査
研究を行う。

会長市

定
例
定
型

適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 国保協議会へ
の参加

3回／年 未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

予算内訳（千円）

業務
計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー
ズ

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

今後の事業展開
事後評価

平成２２年度評価
平成２３年度計画

必要性

③
成
果

④
市
民
協
働

⑤
そ
の
他

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

基礎情報

保険年金課

施策目標 医療を受けられる保険制度を安定的に運営する

事務事業の
目的・成果

保険年金課

活動

活動 改善の内容

改善
時期
（年
度）

活動ごとの
予算額

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

事業の
方向性

事業の改善提案

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

活動ごとの
決算額

活動量・サービス量の達成状況

目標値

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

実績値活動指標の名称

22年度
の取組
に対す
る分析

事務事業の目的に対
する成果の状況

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

実績

実施計画
事業名

活動

活動

決算内訳（千円）
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実施計画

第５次実施計画

事業の指標の名称 目標値

21,097,519 21,097,519 活動指標の名称 目標値 21,696,211 21,696,211

予算内訳（千円）

業務
計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー
ズ

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

今後の事業展開
事後評価

平成２２年度評価
平成２３年度計画

必要性

③
成
果

④
市
民
協
働

⑤
そ
の
他

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

基礎情報

保険年金課

施策目標 医療を受けられる保険制度を安定的に運営する

事務事業の
目的・成果

保険年金課

活動

活動 改善の内容

改善
時期
（年
度）

活動ごとの
予算額

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

事業の
方向性

事業の改善提案

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

活動ごとの
決算額

活動量・サービス量の達成状況

目標値

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

実績値活動指標の名称

22年度
の取組
に対す
る分析

事務事業の目的に対
する成果の状況

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

実績

実施計画
事業名

活動

活動

決算内訳（千円）

6
湘南地区都市国
保協議会に関す
る事務

会議への参加 参加回数 年３回 年３回 会議への参加 参加回数 年３回
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

7 総
連合会負担金の
支払いに関する
事務

国民健康保険団体連合会
の円滑な運営のため

国保連
合会

定
例
定
型

1,195
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 連合会負担金
の支払い

1回／年 1,199 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

7
連合会負担金の
支払いに関する
事務

国保連合会規則によ
る支払

支払回数 年１回 年１回 1,195
国保連合会規則によ
る支払

支払回数 年１回 1,199 可
必
要

法
令
不
可

不
可

無 有り 24 再任用職員の活用 維持

8 総
保険料率の決定
及び告示に関す
る事務

国民健康保険給付事業の
適正運営を図るため、給
付費の財源となる保険料
の適正な料率を決定し、
告示する。

被保険
者

定
例
定
型

適切に事務を行って
おり、成果がでてい
る。

Ａ 保険料率の決
定及び告示

7月1日

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

8
保険料率の決定
及び告示に関す
る事務

保険料率の試算
料率シミュ
レーションの
実施回数

年１５回 年２４回 保険料率の試算
料率シミュ
レーションの
実施回数

年１５回

業
務
計
画

不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

8
保険料率の決定
及び告示に関す
る事務

運営協議会への諮問 諮問時期
平成22
年6月

平成22
年6月

運営協議会への諮問 諮問時期
平成23
年6月

業
務
計
画

不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

8
保険料率の決定
及び告示に関す
る事務

保険料率の決定及び
告示

告示時期
平成22
年7月1
日

平成22
年7月1
日

保険料率の決定及び
告示

告示時期
平成23
年7月1
日

業
務
計
画

不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

9 総
資格異動に伴う
賦課処理に関す
る事務

保険給付事業の適正運営
を図る上で、基盤となる
被保険者の資格異動申請
を受理し、保険料賦課に
係る処理をする。

被保険
者

定
例
定
型

適切に事務を行って
おり、成果がでてい
る。

Ａ 申請窓口の開
設日数

年271日 未 高 高 高
現状維

持
有り

予算
なし

9
資格異動に伴う
賦課処理に関す
る事務

資格変更申請の受理
申請窓口の開
設日数

年271日 年270日 資格変更申請の受理
申請窓口の開
設日数

年271日 可
必
要

法
令
不
可

不
可

無 有り 24 再任用職員の活用
予算
なし

9
資格異動に伴う
賦課処理に関す
る事務

賦課処理 実施回数
年９回及
び随時

年９回及
び随時

賦課処理 実施回数
年９回及
び随時

可
必
要

法
令
不
可

不
可

無 有り 24 再任用職員の活用
予算
なし

10 総
所得の照会文書
作成及び発送事
務

当市の税台帳で把握でき
ない転入者の所得把握の
ため、前住所地の市町村
へ調査依頼する。

被保険
者

定
例
定
型

588
適切に事務を行って
おり、成果がでてい
る。

Ａ 照会文書の作
成枚数

年3,600
枚

1,057 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

10
所得の照会文書
作成及び発送事
務

他市町村への所得照
会

照会文書の作
成枚数

年3,600
枚

年4,303
枚

588
他市町村への所得照
会

照会文書の作
成枚数

年3,600
枚

1,057 可
必
要

法
令
不
可

不
可

無 有り 24 再任用職員の活用 維持

11 総

保険料の決定通
知書、納入通知
書、納付書等の
作成及び発送事
務

被保険者へ、賦課決定し
た保険料額を知らせるた
めの通知書及び納入通知
書を作成し、発送する。

被保険
者

定
例
定
型

100,216
適切に事務を行って
おり、成果がでてい
る。

Ａ

納入通知書・
納付書の作成
枚数、国保シ
ステムの改修

167,00
0枚、完
成時期

20,360 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

11

保険料の決定通
知書、納入通知
書、納付書等の
作成及び発送事
務

保険料の決定通知書
の作成

本算定におけ
るリハーサル
の実施回数

リハーサ
ル2回
本算1回

リハーサ
ル2回
本算1回

保険料の決定通知書
の作成

本算定におけ
るリハーサル
の実施回数

リハーサ
ル2回
本算1回

可
必
要

法
令
不
可

不
可

無 有り 24 再任用職員の活用
予算
なし

11

保険料の決定通
知書、納入通知
書、納付書等の
作成及び発送事
務

保険料の決定通知書
の作成

本算定通知書
の作成枚数

本算
37,000
枚

本算
38,416
枚

保険料の決定通知書
の作成

本算定通知書
の作成枚数

本算
37,000
枚

可
必
要

法
令
不
可

不
可

無 有り 24 再任用職員の活用
予算
なし

11

保険料の決定通
知書、納入通知
書、納付書等の
作成及び発送事
務

納入通知書・納付書
の作成

納入通知書・
納付書の作成
枚数（合計）

158,00
0枚

166,34
7枚

18,000
納入通知書・納付書
の作成

納入通知書・
納付書の作成
枚数（合計）

167,00
0枚

20,360 可
必
要

法
令
不
可

不
可

無 有り 24 再任用職員の活用 維持

11

保険料の決定通
知書、納入通知
書、納付書等の
作成及び発送事
務

国保システム改修 完成時期 発行時期 発行時期 30,440
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持
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実施計画

第５次実施計画

事業の指標の名称 目標値

21,097,519 21,097,519 活動指標の名称 目標値 21,696,211 21,696,211

予算内訳（千円）

業務
計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー
ズ

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

今後の事業展開
事後評価

平成２２年度評価
平成２３年度計画

必要性

③
成
果

④
市
民
協
働

⑤
そ
の
他

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

基礎情報

保険年金課

施策目標 医療を受けられる保険制度を安定的に運営する

事務事業の
目的・成果

保険年金課

活動

活動 改善の内容

改善
時期
（年
度）

活動ごとの
予算額

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

事業の
方向性

事業の改善提案

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

活動ごとの
決算額

活動量・サービス量の達成状況

目標値

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

実績値活動指標の名称

22年度
の取組
に対す
る分析

事務事業の目的に対
する成果の状況

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

実績

実施計画
事業名

活動

活動

決算内訳（千円）

11

保険料の決定通
知書、納入通知
書、納付書等の
作成及び発送事
務

国保システム改修 完成時期 発行時期 発行時期 51,776
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

12 総
保険料等の調定
額の算定に関す
る事務

保険給付の財源となる保
険料を徴収するために歳
入調定をする。

被保険
者

定
例
定
型

適切に事務を行って
おり、成果がでてい
る。

Ａ 調定額算出時
期

7月 未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

12
保険料等の調定
額の算定に関す
る事務

保険料の歳入に係る
調定

調定額算出時
期

平成22
年7月

平成22
年7月

保険料の歳入に係る
調定

調定額算出時
期

平成23
年7月

不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

13 総
保険料納付の点
検に関する事務

保険給付の財源となる保
険料の収納率の向上を図
るために実施する。

被保険
者

定
例
定
型

適切に事務を行って
おり、成果がでてい
る。

Ａ 滞納台帳の整
理回数

年３回 未 高 高 高
現状維

持
有り

予算
なし

13
保険料納付の点
検に関する事務

保険料納付状況の確
認（台帳整理等含
む）

滞納台帳の整
理回数

年３回 年３回
保険料納付状況の確
認（台帳整理等含
む）

滞納台帳の整
理回数

年３回 可
必
要

法
令
不
可

不
可

無 有り 24 再任用職員の活用
予算
なし

14 総
督促状及び催告
状の作成、電話
催告に係る事務

保険給付の財源となる保
険料の収納率の向上を図
るために実施する。

被保険
者

定
例
定
型

7,693
適切に事務を行って
おり、成果がでてい
る。

Ａ

督促状、催告
状の作成枚
数、電話催告
の実施日数

督促年９
回、催告
年５回、
電話年
100日

9,461 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

14
督促状及び催告
状の作成、電話
催告に係る事務

督促状、催告状の作
成、送付

作成回数

督促状：
年９回
催告状：
年５回

督促状：
年９回
催告状：
年５回

7,693
督促状、催告状の作
成、送付

作成回数

督促状：
年９回
催告状：
年５回

9,461 可
必
要

法
令
不
可

不
可

無 有り 24 再任用職員の活用 維持

14
督促状及び催告
状の作成、電話
催告に係る事務

電話催告の実施 実施日数
年間190
日

年間179
日

電話催告の実施 実施日数
年間100
日

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持

15 総
保険料の滞納整
理に関する事務

保険給付の財源となる保
険料の収納率の向上を図
るために実施する。

被保険
者

定
例
定
型

適切に事務を行って
おり、成果がでてい
る。

Ａ

長期滞納者の
保険料徴収実
施回数、滞納
処分件数

年７回、
５件

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
有り

予算
なし

15
保険料の滞納整
理に関する事務

長期滞納者の保険料
徴収

過年度分徴収
件数

年120件 年76件
長期滞納者の保険料
徴収

過年度分徴収
件数

年80件

業
務
計
画

可
必
要

法
令
不
可

不
可

無 有り 24 再任用職員の活用
予算
なし

15
保険料の滞納整
理に関する事務

滞納処分 件数 ５件
差押４件
交付要求
１６件

滞納処分 件数 ５件

業
務
計
画

不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

16 総

保険料減免申請
書の受理及び減
免額の決定に関
する事務

保険料納付困難者の救済
方法として保険料を減額
決定する。

被保険
者

定
例
定
型

適切に事務を行って
おり、成果がでてい
る。

Ａ
申請書の受理
及び減免処理
件数

年380件 未 高 高 高
現状維

持
有り

予算
なし

16

保険料減免申請
書の受理及び減
免額の決定に関
する事務

申請書の受理及び減
免額の決定

処理件数 年250件 年282件
申請書の受理及び減
免額の決定

処理件数 年380件 可
必
要

法
令
不
可

不
可

無 有り 24 再任用職員の活用
予算
なし

17 総
口座振替に係る
事務

保険給付の財源となる保
険料の収納率の向上を図
るために、口座振替の加
入率の向上を促進する。

被保険
者

定
例
定
型

3,517
適切に事務を行って
おり、成果がでてい
る。

Ａ
口座振替のお
すすめチラシ
の発送

年１回 4,616 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

17
口座振替に係る
事務

口座振替の促進
口座振替世帯
割合

54.0％ 58.59％ 3,517 口座振替の促進
口座振替世帯
割合

60% 可
必
要

法
令
不
可

不
可

無 有り 24 再任用職員の活用 維持

17
口座振替に係る
事務

口座振替の促進
口座振替のお
すすめチラシ
の発送

年１回 4,616 可
必
要

法
令
不
可

不
可

無 有り 24 再任用職員の活用 維持
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実施計画

第５次実施計画

事業の指標の名称 目標値

21,097,519 21,097,519 活動指標の名称 目標値 21,696,211 21,696,211

予算内訳（千円）

業務
計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー
ズ

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

今後の事業展開
事後評価

平成２２年度評価
平成２３年度計画

必要性

③
成
果

④
市
民
協
働

⑤
そ
の
他

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

基礎情報

保険年金課

施策目標 医療を受けられる保険制度を安定的に運営する

事務事業の
目的・成果

保険年金課

活動

活動 改善の内容

改善
時期
（年
度）

活動ごとの
予算額

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

事業の
方向性

事業の改善提案

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

活動ごとの
決算額

活動量・サービス量の達成状況

目標値

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

実績値活動指標の名称

22年度
の取組
に対す
る分析

事務事業の目的に対
する成果の状況

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

実績

実施計画
事業名

活動

活動

決算内訳（千円）

18 総
コンビニ収納等
に関する事務

保険給付の財源となる保
険料の収納率の向上を図
るために、収納率の低い
自主納付者の納付を促進
する。

被保険
者

定
例
定
型

3,746
適切に事務を行って
おり、成果がでてい
る。

Ａ
コンビニ収納
事務の日時処
理回数

速報：月
２０回、
確報月６
回

3,863 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

18
コンビニ収納等
に関する事務

コンビニ収納
コンビニ納付
率

25.0％ 30.7％ 3,746 コンビニ収納
コンビニ納付
率

25.0％
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

18
コンビニ収納等
に関する事務

コンビニ収納
コンビニ収納
事務の日時処
理回数

速報：月
２０回、
確報月６
回

3,863 可
必
要

済
不
可

無 有り 24 再任用職員の活用 維持

19 総
保険料の特別徴
収に関する事務

年金受給者に対する特別
徴収を行う。

被保険
者

定
例
定
型

適切に事務を行って
おり、成果がでてい
る。

Ａ
年金受給者に
対する特別徴
収回数

年６回 未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

19
保険料の特別徴
収に関する事務

年金受給者に対する
特別徴収の実施

特別徴収回数 年６回 年６回
年金受給者に対する
特別徴収の実施

特別徴収回数 年６回
不
可

必
要

済
不
可

無 なし
予算
なし

20 総
国民健康保険運
営協議会の開催
に係る事務

国保事業を運営していく
上での重要案件等の助言
を求める

運営協
議会委

員

定
例
定
型

269
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ
国民健康保険
運営協議会の
開催

4回／年 592 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

20
国民健康保険運
営協議会の開催
に係る事務

委員の委嘱
委嘱状の発行
定数の確保

年１３人 年１３人 委員の委嘱
委嘱状の発行
定数の確保

年１３人
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

20
国民健康保険運
営協議会の開催
に係る事務

協議会の開催 開催回数 年４回 年３回 269 協議会の開催 開催回数 年４回 592
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし 維持

20
国民健康保険運
営協議会の開催
に係る事務

諮問・答申内容の審
議の会議録の作成

作成回数 年４回 年３回
諮問・答申内容の審
議の会議録の作成

作成回数 年４回
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

21 総
一般被保険者療
養給付費支払い
事務

被保険者が保険取扱機関
において疾病又は負傷に
よる医療費の一部負担を
除いた金額を給付するも
の

国保連
合会

定
例
定
型

######
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ
一般被保険者
療養給付費支
払い事務

12回／
年

###### 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

21
一般被保険者療
養給付費支払い
事務

療養給付費の支払 支払回数 年１２回 年１２回 ###### 療養給付費の支払 支払回数 年１２回 ###### 可
必
要

法
令
不
可

不
可

無 有り 24 再任用職員の活用 維持

22 総
退職被保険者等
療養給付費支払
い事務

退職被保険者等が保険取
扱機関において疾病又は
負傷による医療費の一部
負担を除いた金額を給付
するもの

国保連
合会

定
例
定
型

947,899
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ
退職被保険者
等療養給付費
支払い事務

12回／
年

914,168 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

22
退職被保険者等
療養給付費支払
い事務

療養給付費の支払 支払回数 年１２回 年１２回 947,899 療養給付費の支払 支払回数 年１２回 914,168 可
必
要

法
令
不
可

不
可

無 有り 24 再任用職員の活用 維持

23 総
一般被保険者療
養費に関する事
務

全額自己負担したものの
保険給付として認められ
るものに対して給付する

一般被
保険者

定
例
定
型

208,470
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ
一般被保険者
療養費に関す
る事務

12回／
年

205,450 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

23
一般被保険者療
養費に関する事
務

申請書の受付 申請件数
年
20000
件

年
29861
件

申請書の受付 申請件数
年
20000
件

可
必
要

法
令
不
可

不
可

無 有り 24 再任用職員の活用
予算
なし

23
一般被保険者療
養費に関する事
務

療養費の審査、給付 給付支払 年１２回 年１２回 208,470 療養費の審査、給付 給付支払 年１２回 205,450 可
必
要

法
令
不
可

不
可

無 有り 24 再任用職員の活用 維持

24 総
指定公費に関す
る事務

指定公費負担医療立替金
の支払い

国保連
合会

定
例
定
型

505
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 指定公費に関
する事務

12回／
年

396 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持
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実施計画

第５次実施計画

事業の指標の名称 目標値

21,097,519 21,097,519 活動指標の名称 目標値 21,696,211 21,696,211

予算内訳（千円）

業務
計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー
ズ

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

今後の事業展開
事後評価

平成２２年度評価
平成２３年度計画

必要性

③
成
果

④
市
民
協
働

⑤
そ
の
他

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

基礎情報

保険年金課

施策目標 医療を受けられる保険制度を安定的に運営する

事務事業の
目的・成果

保険年金課

活動

活動 改善の内容

改善
時期
（年
度）

活動ごとの
予算額

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

事業の
方向性

事業の改善提案

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

活動ごとの
決算額

活動量・サービス量の達成状況

目標値

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

実績値活動指標の名称

22年度
の取組
に対す
る分析

事務事業の目的に対
する成果の状況

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

実績

実施計画
事業名

活動

活動

決算内訳（千円）

24
指定公費に関す
る事務

指定公費負担医療立
替金支払

支払回数 年１２回 年１２回 505
指定公費負担医療立
替金支払

支払回数 年１２回 396 可
必
要

法
令
不
可

不
可

無 有り 24 再任用職員の活用 維持

25 総
退職被保険者等
療養費に関する
事務

全額自己負担したものの
保険給付として認められ
るものに対して給付する

退職被
保険者

等

定
例
定
型

14,668
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ
退職被保険者
等療養費に関
する事務

12回／
年

15,544 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

25
退職被保険者等
療養費に関する
事務

申請書の受付 申請件数
年1800
件

年2167
件

申請書の受付 申請件数
年1800
件

可
必
要

法
令
不
可

不
可

無 有り 24 再任用職員の活用 維持

25
退職被保険者等
療養費に関する
事務

療養費の審査、給付 給付支払 年１２回 年１２回 14,668 療養費の審査、給付 給付支払 年１２回 15,544 可
必
要

法
令
不
可

不
可

無 有り 24 再任用職員の活用 維持

26 総
審査支払手数料
の支払い事務

診療報酬審査支払に対し
ての手数料

国保連
合会

定
例
定
型

37,840
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ
審査支払手数
料の支払い事
務

12回／
年

46,000 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

26
審査支払手数料
の支払い事務

診療報酬審査に対す
る手数料

支払回数 年１２回 年１２回 37,840
診療報酬審査に対す
る手数料

支払回数 年１２回 46,000 可
必
要

法
令
不
可

不
可

無 有り 24 再任用職員の活用 維持

27 総
一般被保険者高
額療養費に関す
る事務

被保険者の療養に要した
費用が著しく高額である
とき、一部負担金として
支払った額の一部を給付

一般被
保険者

定
例
定
型

1,266,942
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ
一般被保険者
高額療養費に
関する事務

12回／
年

1,200,000 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

27
一般被保険者高
額療養費に関す
る事務

申請書の打出、確認 確認件数
年
11000
件

年
18348
件

申請書の打出、確認 確認件数
年
11000
件

可
必
要

法
令
不
可

不
可

無 有り 24 再任用職員の活用
予算
なし

27
一般被保険者高
額療養費に関す
る事務

申請書の送付 送付回数 年１２回 年１２回 申請書の送付 送付回数 年１２回 可
必
要

法
令
不
可

不
可

無 有り 24 再任用職員の活用
予算
なし

27
一般被保険者高
額療養費に関す
る事務

療養費の給付 給付支払 年１２回 年１２回 1,266,942 療養費の給付 給付支払 年１２回 1,200,000 可
必
要

法
令
不
可

不
可

無 有り 24 再任用職員の活用 維持

28 総
退職被保険者等
高額療養費に関
する事務

被保険者の療養に要した
費用が著しく高額である
とき、一部負担金として
支払った額の一部を給付

退職被
保険者

等

定
例
定
型

109,230
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ
退職被保険者
等高額療養費
に関する事務

12回／
年

112,697 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

28
退職被保険者等
高額療養費に関
する事務

申請書の打出、確認 確認件数
年1500
件

年941件 申請書の打出、確認 確認件数
年1000
件

可
必
要

法
令
不
可

不
可

無 有り 24 再任用職員の活用
予算
なし

28
退職被保険者等
高額療養費に関
する事務

申請書の送付 送付回数 年１２回 年１２回 申請書の送付 送付回数 年１２回 可
必
要

法
令
不
可

不
可

無 有り 24 再任用職員の活用
予算
なし

28
退職被保険者等
高額療養費に関
する事務

療養費の給付 給付支払 年１２回 年１２回 109,230 療養費の給付 給付支払 年１２回 112,697 可
必
要

法
令
不
可

不
可

無 有り 24 再任用職員の活用 維持

29 総
一般被保険者高
額介護合算療養
費に関する事務

一般被保険者高額介護合
算療養費の給付

一般被
保険者

定
例
定
型

909
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ

一般被保険者
高額介護合算
療養費に関す
る事務

6回／年 13,526 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

29
一般被保険者高
額介護合算療養
費に関する事務

一般被保険者高額介
護合算療養費の給付

支払回数 年６回 年６回 909
一般被保険者高額介
護合算療養費の給付

支払回数 年６回 13,526 可
必
要

法
令
不
可

不
可

無 有り 24 再任用職員の活用 維持

30 総

退職被保険者等
高額介護合算療
養費に関する事
務

退職被保険者等高額介護
合算療養費の給付

退職被
保険者

等

定
例
定
型

239
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ

退職被保険者
等高額介護合
算療養費に関
する事務

6回／年 1,140 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持
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実施計画

第５次実施計画

事業の指標の名称 目標値

21,097,519 21,097,519 活動指標の名称 目標値 21,696,211 21,696,211

予算内訳（千円）

業務
計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー
ズ

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

今後の事業展開
事後評価

平成２２年度評価
平成２３年度計画

必要性

③
成
果

④
市
民
協
働

⑤
そ
の
他

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

基礎情報

保険年金課

施策目標 医療を受けられる保険制度を安定的に運営する

事務事業の
目的・成果

保険年金課

活動

活動 改善の内容

改善
時期
（年
度）

活動ごとの
予算額

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

事業の
方向性

事業の改善提案

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

活動ごとの
決算額

活動量・サービス量の達成状況

目標値

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

実績値活動指標の名称

22年度
の取組
に対す
る分析

事務事業の目的に対
する成果の状況

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

実績

実施計画
事業名

活動

活動

決算内訳（千円）

30

退職被保険者等
高額介護合算療
養費に関する事
務

退職被保険者等高額
介護合算療養費の給
付

支払回数 年６回 年２回 239
退職被保険者等高額
介護合算療養費の給
付

支払回数 年６回 1,140 可
必
要

法
令
不
可

不
可

無 有り 24 再任用職員の活用 維持

31 総
一般被保険者の
移送費に関する
事務

負傷、疾病等により移動
が困難な患者が医師の指
示により緊急性があって
移送された場合の経済的
な補填をするため

一般被
保険者

定
例
定
型

41
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ
一般被保険者
の移送に関す
る事務

12回／
年

200 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

31
一般被保険者の
移送費に関する
事務

申請書の受付 申請件数 年５件 年１件 申請書の受付 申請件数 年５件 可
必
要

法
令
不
可

不
可

無 有り 24 再任用職員の活用
予算
なし

31
一般被保険者の
移送費に関する
事務

移送費の審査、給付 給付支払 年５回 年１回 41 移送費の審査、給付 給付支払 年５回 200 可
必
要

法
令
不
可

不
可

無 有り 24 再任用職員の活用 維持

32 総
退職被保険者等
の移送費に関す
る事務

負傷、疾病等により移動
が困難な患者が医師の指
示により緊急性があって
移送された場合の経済的
な補填をするため

退職被
保険者

等

定
例
定
型

44
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ
退職被保険者
等の移送に関
する事務

12回／
年

88 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

32
退職被保険者等
の移送費に関す
る事務

申請書の受付 申請件数 年２件 年１件 申請書の受付 申請件数 年２件 可
必
要

法
令
不
可

不
可

無 有り 24 再任用職員の活用
予算
なし

32
退職被保険者等
の移送費に関す
る事務

移送費の審査、給付 給付支払 年２回 年１回 44 移送費の審査、給付 給付支払 年２回 88 可
必
要

法
令
不
可

不
可

無 有り 24 再任用職員の活用 維持

33 総
出産育児一時金
に関する事務

出産に対し、医療費の軽
減を図るため一時金を支
給するため

被保険
者・国
保連合

会

定
例
定
型

124,554
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ
出産育児一時
金に関する事
務

12回／
年

141,120 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

33
出産育児一時金
に関する事務

申請書の受付 申請件数 年330件 年293件 申請書の受付 申請件数 年330件 可
必
要

法
令
不
可

不
可

無 有り 24 再任用職員の活用
予算
なし

33
出産育児一時金
に関する事務

一時金の審査、給付 給付支払 年４５回 年５９回 124,554 一時金の審査、給付 給付支払 年４５回 141,120 可
必
要

法
令
不
可

不
可

無 有り 24 再任用職員の活用 維持

34 総
葬祭費に関する
事務

被保険者の葬祭に要する
費用の負担を考慮し、給
付するため

葬祭を
行う者

定
例
定
型

16,950
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 葬祭費に関す
る事務

12回／
年

20,400 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

34
葬祭費に関する
事務

申請書の受付 申請件数 年250件 年339件 申請書の受付 申請件数 年250件 可
必
要

法
令
不
可

不
可

無 有り 24 再任用職員の活用
予算
なし

34
葬祭費に関する
事務

葬祭費の給付 給付支払 年３５回 年４３回 16,950 葬祭費の給付 給付支払 年３５回 20,400 可
必
要

法
令
不
可

不
可

無 有り 24 再任用職員の活用 維持

35 総
後期高齢者支援
金の支払い事務

高齢者医療確保法により
医療保険者が共同で拠出
するもの

支払基
金

定
例
定
型

2,675,085
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ
後期高齢者支
援金の支払い
事務

12回／
年

3,009,698 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

35
後期高齢者支援
金の支払い事務

拠出金の支払 支払回数 年１２回 年１２回 2,675,085 拠出金の支払 支払回数 年１２回 3,009,698 可
必
要

法
令
不
可

不
可

無 有り 24 再任用職員の活用 維持

36 総
後期高齢者関係
事務費拠出金の
支払い事務

高齢者医療確保法により
医療保険者が共同で拠出
するもの

支払基
金

定
例
定
型

340
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ

後期高齢者関
係事務費拠出
金の支払い事
務

12回／
年

291 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

36
後期高齢者関係
事務費拠出金の
支払い事務

拠出金の支払 支払回数 年１２回 年１２回 340 拠出金の支払 支払回数 年１２回 291 可
必
要

法
令
不
可

不
可

無 有り 24 再任用職員の活用 維持
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実施計画

第５次実施計画

事業の指標の名称 目標値

21,097,519 21,097,519 活動指標の名称 目標値 21,696,211 21,696,211

予算内訳（千円）

業務
計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー
ズ

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

今後の事業展開
事後評価

平成２２年度評価
平成２３年度計画

必要性

③
成
果

④
市
民
協
働

⑤
そ
の
他

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

基礎情報

保険年金課

施策目標 医療を受けられる保険制度を安定的に運営する

事務事業の
目的・成果

保険年金課

活動

活動 改善の内容

改善
時期
（年
度）

活動ごとの
予算額

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

事業の
方向性

事業の改善提案

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

活動ごとの
決算額

活動量・サービス量の達成状況

目標値

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

実績値活動指標の名称

22年度
の取組
に対す
る分析

事務事業の目的に対
する成果の状況

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

実績

実施計画
事業名

活動

活動

決算内訳（千円）

37 総
前期高齢者納付
金の支払い事務

高齢者医療確保法により
医療保険者が共同で拠出
するもの

支払基
金

定
例
定
型

4,300
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ
前期高齢者納
付金の支払い
事務

12回／
年

8,440 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

37
前期高齢者納付
金の支払い事務

拠出金の支払 支払回数 年１２回 年１２回 4,300 拠出金の支払 支払回数 年１２回 8,440 可
必
要

法
令
不
可

不
可

無 有り 24 再任用職員の活用 維持

38 総
前期高齢者関係
事務費拠出金の
支払い事務

高齢者医療確保法により
医療保険者が共同で拠出
するもの

支払基
金

定
例
定
型

334
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ

前期高齢者関
係事務費拠出
金の支払い事
務

12回／
年

284 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

38
前期高齢者関係
事務費拠出金の
支払い事務

拠出金の支払 支払回数 年１２回 年１２回 334 拠出金の支払 支払回数 年１２回 284 可
必
要

法
令
不
可

不
可

無 有り 24 再任用職員の活用 維持

39 総
老人保健医療費
拠出金の支払い
事務

老人保健法により医療保
険者が共同で拠出するも
の

支払基
金

定
例
定
型

32,788
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ
老人保健医療
費拠出金の支
払い事務

12回／
年

0 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

39
老人保健医療費
拠出金の支払い
事務

拠出金の支払 支払回数 年１２回 年１２回 32,788 拠出金の支払 支払回数 年１２回 0 可
必
要

法
令
不
可

不
可

無 有り 24 再任用職員の活用 維持

40 総
老人保健事務費
拠出金の支払い
事務

老人医療費の基金の業務
に関する事務支払費を拠
出するもの

支払基
金

定
例
定
型

176
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ
老人保健事務
費拠出金の支
払い事務

1回／年 168 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

40
老人保健事務費
拠出金の支払い
事務

拠出金の支払 支払回数 年１回 年１回 176 拠出金の支払 支払回数 年１回 168 可
必
要

法
令
不
可

不
可

無 有り 24 再任用職員の活用 維持

41 総
介護納付金の支
払い事務

介護保険を円滑に実施す
るため、保険者からの納
付金を財源とする事業

支払基
金

定
例
定
型

1,072,319
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 介護納付金の
支払い事務

12回／
年

1,217,340 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

41
介護納付金の支
払い事務

納付金の支払い 支払回数 年１２回 年１２回 1,072,319 納付金の支払い 支払回数 年１２回 1,217,340 可
必
要

法
令
不
可

不
可

無 有り 24 再任用職員の活用 維持

42 総
高額医療費共同
事業拠出金の支
払い事務

高額医療費による国保財
政の不安定を緩和するた
め、及び各保険者の相互
扶助を目的として国保団
体連合会に拠出するもの

国保
連合会

定
例
定
型

319,282
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ
高額医療費共
同事業拠出金
の支払い事務

12回／
年

383,143 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

42
高額医療費共同
事業拠出金の支
払い事務

拠出金の支払 支払回数 年１２回 年１２回 319,282 拠出金の支払 支払回数 年１２回 383,143 可
必
要

法
令
不
可

不
可

無 有り 24 再任用職員の活用 維持

43 総
保険財政共同安
定化事業拠出金
の支払い事務

30万円超80万円以下の
高額医療費に対応する共
同事業に対し国保団体連
合会に拠出するもの

国保
連合会

定
例
定
型

1,629,892
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ

保険財政共同
安定化事業拠
出金の支払い
事務

12回／
年

1,765,475 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

43
保険財政共同安
定化事業拠出金
の支払い事務

拠出金の支払 支払回数 年１２回 年１２回 1,629,892 拠出金の支払 支払回数 年１２回 1,765,475 可
必
要

法
令
不
可

不
可

無 有り 24 再任用職員の活用 維持

44 総
その他共同事業
拠出金の支払い
事務

年金受給者一覧表作成に
係る経費の拠出

国保
連合会

定
例
定
型

8
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ
その他共同事
業拠出金の支
払い事務

1回／年 15 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

44
その他共同事業
拠出金の支払い
事務

拠出金の支払 支払回数 年１回 年１回 8 拠出金の支払 支払回数 年１回 15 可
必
要

法
令
不
可

不
可

無 有り 24 再任用職員の活用 維持

45 総
特定健診・特定
保健指導事業

内臓脂肪症候群の該当者
を減少させる

被保険
者(40
～74
歳）

定
例
定
型

81,058
適切に事務を行って
おり、今後成果が見
込める。

Ｃ
特定健康診査
等の実施率の
引き上げ

６０％ 152,339

業
務
計
画

未 高 中 高
現状維

持
有り 維持
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実施計画

第５次実施計画

事業の指標の名称 目標値

21,097,519 21,097,519 活動指標の名称 目標値 21,696,211 21,696,211

予算内訳（千円）

業務
計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー
ズ

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

今後の事業展開
事後評価

平成２２年度評価
平成２３年度計画

必要性

③
成
果

④
市
民
協
働

⑤
そ
の
他

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

基礎情報

保険年金課

施策目標 医療を受けられる保険制度を安定的に運営する

事務事業の
目的・成果

保険年金課

活動

活動 改善の内容

改善
時期
（年
度）

活動ごとの
予算額

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

事業の
方向性

事業の改善提案

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

活動ごとの
決算額

活動量・サービス量の達成状況

目標値

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

実績値活動指標の名称

22年度
の取組
に対す
る分析

事務事業の目的に対
する成果の状況

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

実績

実施計画
事業名

活動

活動

決算内訳（千円）

45
特定健診・特定
保健指導事業

特定健診・特定保健
指導事業の実施

健診実施率

保健指導実施
率

５０％

３０％

34.8％

12.6％
81,058

特定健診・特定保健
指導事業の実施

健診実施率

保健指導実施
率

５０％

３０％
152,339

業
務
計
画

可
必
要

済
不
可

無 有り 24
受診しやすい環境を
つくり。再任用・非
常勤嘱託職員の活用

維持

46 総
特定健康診査受
診料助成事業

内臓脂肪症候群の該当者
を減少させる

被保険
者(40
～74
歳）

政
策

0

46
特定健康診査受
診料助成事業

特定健診・特定保健
指導事業の実施（事
業No45へ分割）

健診実施率

保健指導実施
率

５０％

３０％
0

47 総
健康管理啓発事
業

被保険者の健康管理意識
の向上のため

被保険
者

定
例
定
型

7,681
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 健康パンフ
レットの配布

5,460部
／年

1,147 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

47
健康管理啓発事
業

健康パンフレットの
配布

配布部数
年5500
部

年6000
部

851
健康パンフレットの
配布

配布部数
年5500
部

1,147 可
必
要

法
令
不
可

不
可

無 有り 24 再任用職員の活用 維持

47
健康管理啓発事
業

医療費通知の送付 送付回数 年６回 年６回 6,830
（事業No48へ分
割）

48 総
医療費通知送付
事業

被保険者の健康管理意識
の向上のため

被保険
者

政
策

医療費通知の
回数

12回／
年

21,464 未 高 中 高
現状維

持
有り 維持

48
医療費通知送付
事業

12月分の医療費通知 送付回数 12回/年 21,464 可
必
要

法
令
不
可

不
可

無 有り 24 再任用職員の活用 維持

49 総
健康診査（親子
の歯磨き教室）
事業

親子で健康促進のため
幼児と
保護者

定
例
定
型

400
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 親子歯磨き教
室開催

1回／年 400 未 高 中 高
現状維

持
なし 維持

49
健康診査（親子
の歯磨き教室）
事業

親子歯磨き教室開催 開催回数 年１回 年１回 400 親子歯磨き教室開催 開催回数 年１回 400
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

50 総
公債費の借り入
れに係る事務

国保財政の不足財源の確
保のため

金融機
関

定
例
定
型

0 該当なし Ｚ
公債費の借り
入れに係る事
務

随時 25 未 低 中 高
現状維

持
なし 維持
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実施計画

第５次実施計画

事業の指標の名称 目標値

21,097,519 21,097,519 活動指標の名称 目標値 21,696,211 21,696,211

予算内訳（千円）

業務
計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー
ズ

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

今後の事業展開
事後評価

平成２２年度評価
平成２３年度計画

必要性

③
成
果

④
市
民
協
働

⑤
そ
の
他

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

基礎情報

保険年金課

施策目標 医療を受けられる保険制度を安定的に運営する

事務事業の
目的・成果

保険年金課

活動

活動 改善の内容

改善
時期
（年
度）

活動ごとの
予算額

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

事業の
方向性

事業の改善提案

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

活動ごとの
決算額

活動量・サービス量の達成状況

目標値

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

実績値活動指標の名称

22年度
の取組
に対す
る分析

事務事業の目的に対
する成果の状況

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

実績

実施計画
事業名

活動

活動

決算内訳（千円）

50
公債費の借り入
れに係る事務

借入金利子の執行 執行時期 随時 該当なし 0 借入金利子の執行 執行時期 随時 25
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし 維持

51 総
国民健康保険運
営基金の積立に
関する事務

国保財政に必要な安定的
かつ十分な基金を積立
て、国保の適正な運営を
図る

金融機
関

定
例
定
型

8

基金はあり、現時点
では成果が出ていな
いが、今後成果が見
込める。

Ｂ
国民健康保険
運営基金の積
立

1回／年 6 未 高 高 高 拡大 なし
増や
す

51
国民健康保険運
営基金の積立に
関する事務

基金の積立 積立回数 年１回 年１回 8 基金の積立 積立回数 年１回 6
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし 24

保有額については、
重点事項となり、将
来の財源不足回避の
ため一定額を基金に
積み立てるよう努め
る。

増や
す

52 総
過誤納金の還付
に関する事務
（一般）

保険料の適正徴収をする
ために、過誤納金を被保
険者へ還付金として返金
する。

一般被
保険者

定
例
定
型

18,473
適切に事務を行って
おり、成果がでてい
る。

Ａ 還付の件数 年500件 19,300 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

52
過誤納金の還付
に関する事務
（一般）

過誤納金にかかる還
付金の調定等

還付の件数 年500件 年865件 18,473
過誤納金にかかる還
付金の調定等

還付の件数 年500件 19,300
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし 維持

53 総
過誤納金の還付
に関する事務
（退職）

保険料の適正徴収をする
ために、過誤納金を被保
険者へ還付金として返金
する。

退職被
保険者

等

定
例
定
型

481
適切に事務を行って
おり、成果がでてい
る。

Ａ 還付の件数 年５０件 1,000 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

53
過誤納金の還付
に関する事務
（退職）

過誤納金にかかる還
付金の調定等

還付の件数 年50件 年17件 481
過誤納金にかかる還
付金の調定等

還付の件数 年５０件 1,000
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし 維持

54 総
窓口保険料納付
相談及び納付指
導に関する事務

保険給付の財源となる保
険料の収納率の向上を図
る他、被保険者の現在の
納付状況を確認しなが
ら、その人に合った指導
をする。

被保険
者

定
例
定
型

適切に事務を行って
おり、成果がでてい
る。

Ａ 窓口開設日数 年241日 未 高 高 高
現状維

持
有り

予算
なし

54
窓口保険料納付
相談及び納付指
導に関する事務

保険料納付困難者の
納付相談および納付
指導

窓口開設日数 年271日 年270日
保険料納付困難者の
納付相談および納付
指導

窓口開設日数 年271日 可
必
要

法
令
不
可

不
可

無 有り 24 再任用職員の活用
予算
なし

55 総
償還金に関する
事務

療養給付費等負担金が超
過交付であった場合の償
還金

国保
連合会

定
例
定
型

98,190
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 償還金に関す
る事務

2回／年 1 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

55
償還金に関する
事務

負担金及び交付金等
の過年度分精算

返還の執行回
数

年２回 年２回 98,190
負担金及び交付金等
の過年度分精算

返還の執行回
数

年２回 1
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし 維持

56 総
退職者医療制度
への変更手続に
関する事務

資格の適正化及び資格に
基づく給付に係る元資
（負担金及び交付金）の
適正化のため

被保険
者

定
例
定
型

適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ
退職者医療制
度への変更手
続

4回／年 未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

56
退職者医療制度
への変更手続に
関する事務

退職者への事務処理
適切に処理で
きなかった件
数

年０件 年０件 退職者への事務処理
適切に処理で
きなかった件
数

年０件
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

56
退職者医療制度
への変更手続に
関する事務

一般から退職への資
格処理

退職者医療へ
の職権適用及
び扶養届出処
理

年４回 年４回
一般から退職への資
格処理

退職者医療へ
の職権適用及
び扶養届出処
理

年４回
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

57 総
資格適正の確認
に関する事務

国保の適正な運営のため
被保険

者

定
例
定
型

適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 資格適正の確
認

毎日／年

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

57
資格適正の確認
に関する事務

資格の確認、変更
適切に確認で
きなかった件
数

年０件 年０件 資格の確認、変更
適切に確認で
きなかった件
数

年０件

業
務
計
画

不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし
予算
なし
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実施計画

第５次実施計画

事業の指標の名称 目標値

21,097,519 21,097,519 活動指標の名称 目標値 21,696,211 21,696,211

予算内訳（千円）

業務
計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー
ズ

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

今後の事業展開
事後評価

平成２２年度評価
平成２３年度計画

必要性

③
成
果

④
市
民
協
働

⑤
そ
の
他

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

基礎情報

保険年金課

施策目標 医療を受けられる保険制度を安定的に運営する

事務事業の
目的・成果

保険年金課

活動

活動 改善の内容

改善
時期
（年
度）

活動ごとの
予算額

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

事業の
方向性

事業の改善提案

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

活動ごとの
決算額

活動量・サービス量の達成状況

目標値

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

実績値活動指標の名称

22年度
の取組
に対す
る分析

事務事業の目的に対
する成果の状況

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

実績

実施計画
事業名

活動

活動

決算内訳（千円）

58 総

国保加入・脱退
等に伴う異動処
理及び確認に関
する事務

適切な給付を確保するた
め

被保険
者

定
例
定
型

適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ

国保加入・脱
退等に伴う異
動処理及び確
認

毎日／年 未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

58

国保加入・脱退
等に伴う異動処
理及び確認に関
する事務

申請書の受付 開設日数
年２７１
日

年２７０
日

申請書の受付 開設日数
年２７１
日

不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

58

国保加入・脱退
等に伴う異動処
理及び確認に関
する事務

異動の内容確認、事
務処理

開設日数
年２７１
日

年２７０
日

異動の内容確認、事
務処理

開設日数
年２７１
日

不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

59 総
年金喪失者通知
に関する事務

国保運営のための適切な
資格確認

被保険
者

定
例
定
型

適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 年金喪失者通
知

12回／
年

未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

59
年金喪失者通知
に関する事務

年金喪失者に対し国
保加入の喪失を促す
確認事務

通知回数 月１回 月１回
年金喪失者に対し国
保加入の喪失を促す
確認事務

通知回数 月１回
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

59
年金喪失者通知
に関する事務

喪失者への通知、処
理

適切に処理で
きなかった件
数

年０件 年０件
喪失者への通知、処
理

適切に処理で
きなかった件
数

年０件
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

60 総
特定疾病の認定
及び受療証の交
付に関する事務

高額医療費の特例適用に
該当するか審査する、ま
た適用する人に証を交付
する

被保険
者

定
例
定
型

適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ
特定疾病の認
定及び受療証
の交付

毎日／年 未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

60
特定疾病の認定
及び受療証の交
付に関する事務

申請書の受付 開設日数
年２７１
日

年２７０
日

申請書の受付 開設日数
年２７１
日

不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

61 総

標準負担額減額
認定証の認定及
び発行に関する
事務

住民税非課税者に対する
負担軽減

被保険
者

定
例
定
型

適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ

国民健康保険
標準負担額減
額認定証の認
定及び発行

毎日／年 未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

61

標準負担額減額
認定証の認定及
び発行に関する
事務

申請書の受付 開設日数
年２７１
日

年２７０
日

申請書の受付 開設日数
年２７１
日

不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

62 総

国民健康保険被
保険者証等受療
証の発行に関す
る事務

転出等により回収した保
険証に替わり資格を証明
するために発行

被保険
者

定
例
定
型

適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ
国民健康保険
被保険者証等
受療証の発行

毎日／年 未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

62

国民健康保険被
保険者証等受療
証の発行に関す
る事務

申請書の受付 開設日数
年２７１
日

年２７０
日

申請書の受付 開設日数
年２７１
日

不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

63 総
負担区分連絡票
の発行に関する
事務

転出地での負担区分の判
定に必要な証明書の発行

被保険
者（転
出者）

定
例
定
型

適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 負担区分連絡
票の発行

毎日／年 未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

63
負担区分連絡票
の発行に関する
事務

申請書の受付 開設日数
年２７１
日

年２７０
日

申請書の受付 開設日数
年２７１
日

不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

64 総
月報の作成に関
する事務

保険者自らが事業実態を
把握することで、適正か
つ、健全な事業運営を行
うため

国及び
県

定
例
定
型

適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 月報の作成
12回／
年

未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

64
月報の作成に関
する事務

資料の収集、確認 収集回数 年１２回 年１２回 資料の収集、確認 収集回数 年１２回
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし
予算
なし
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実施計画

第５次実施計画

事業の指標の名称 目標値

21,097,519 21,097,519 活動指標の名称 目標値 21,696,211 21,696,211

予算内訳（千円）

業務
計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー
ズ

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

今後の事業展開
事後評価

平成２２年度評価
平成２３年度計画

必要性

③
成
果

④
市
民
協
働

⑤
そ
の
他

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

基礎情報

保険年金課

施策目標 医療を受けられる保険制度を安定的に運営する

事務事業の
目的・成果

保険年金課

活動

活動 改善の内容

改善
時期
（年
度）

活動ごとの
予算額

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

事業の
方向性

事業の改善提案

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

活動ごとの
決算額

活動量・サービス量の達成状況

目標値

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

実績値活動指標の名称

22年度
の取組
に対す
る分析

事務事業の目的に対
する成果の状況

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

実績

実施計画
事業名

活動

活動

決算内訳（千円）

65 総
年報の作成に関
する事務

保険者自らが事業実態を
把握することで、適正か
つ、健全な事業運営を行
うため

国及び
県

定
例
定
型

適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 年報の作成 1回／年 未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

65
年報の作成に関
する事務

資料の収集、確認 収集回数 年１回 年１回 資料の収集、確認 収集回数 年１回
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

65
年報の作成に関
する事務

年報の作成、提出 作成回数 年１回 年１回 年報の作成、提出 作成回数 年１回
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

66 総
国保概要の作成
に関する事務

国保事業の集計を行い概
要の作成及び配布するた
め

保険者
及び関
係者

定
例
定
型

適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 国保概要の作
成

1回／年 未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

66
国保概要の作成
に関する事務

資料の収集、確認 収集回数 年１回 年１回 資料の収集、確認 収集回数 年１回
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

66
国保概要の作成
に関する事務

概要の作成、配布 作成部数
年１００
部

年５０部 概要の作成、配布 作成部数 年８０部
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

67 総
各種照会・回答
に関する事務

国保運営上の業務

県、連
合会、
支払基

金

定
例
定
型

適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 各種照会・回
答

1回／年 未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

67
各種照会・回答
に関する事務

国保事業を運営して
いく上での照会につ
いて、回答する

適切に回答で
きなかった件
数

年０件 年０件
国保事業を運営して
いく上での照会につ
いて、回答する

適切に回答で
きなかった件
数

年０件
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

68 総
不当利得の請求
事務

不正・不当利得に該当す
るレセプトにより本人へ
請求する

被保険
者

定
例
定
型

適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 不当利得の請
求事務

12回／
年

未 高 高 高
現状維

持
有り

予算
なし

68
不当利得の請求
事務

リストの確認 処理回数 年１２回 年１２回 リストの確認 処理回数 年１２回 可
必
要

法
令
不
可

不
可

無 有り 24 再任用職員の活用
予算
なし

68
不当利得の請求
事務

内容審査事務 処理回数 年１２回 年１２回 内容審査事務 処理回数 年１２回 可
必
要

法
令
不
可

不
可

無 有り 24 再任用職員の活用
予算
なし

68
不当利得の請求
事務

請求事務処理 処理回数 年１２回 年１２回 請求事務処理 処理回数 年１２回 可
必
要

法
令
不
可

不
可

無 有り 24 再任用職員の活用
予算
なし

69 総
第三者行為の請
求事務

第三者行為を報告しても
らい、事故届、委任状等
の届出書類に基づき連合
会へ求償委託する。

被保険
者・連
合会

定
例
定
型

適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 第三者行為の
請求事務

12回／
年

未 高 高 高
現状維

持
有り

予算
なし

69
第三者行為の請
求事務

申請書の受理
適切に給付で
きなかった件
数

年０件 年０件 申請書の受理
適切に給付で
きなかった件
数

年０件 可
必
要

法
令
不
可

不
可

無 有り 24 再任用職員の活用
予算
なし

69
第三者行為の請
求事務

行為の審査、請求 処理月数 年１２回 年１２回 行為の審査、請求 処理月数 年１２回 可
必
要

法
令
不
可

不
可

無 有り 24 再任用職員の活用
予算
なし

70 総
国民健康保険に
関わる補助金申
請事務

算定政令等に基づき定め
られた算出方法を基に申
請

国・県
連合会

定
例
定
型

適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ
国民健康保険
に関わる補助
金申請

12回／
年

未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

70
国民健康保険に
関わる補助金申
請事務

補助金の申請
適切に申請で
きなかった件
数

年０件 年０件 補助金の申請
適切に申請で
きなかった件
数

年０件
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし
予算
なし
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実施計画

第５次実施計画

事業の指標の名称 目標値

21,097,519 21,097,519 活動指標の名称 目標値 21,696,211 21,696,211

予算内訳（千円）

業務
計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー
ズ

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

今後の事業展開
事後評価

平成２２年度評価
平成２３年度計画

必要性

③
成
果

④
市
民
協
働

⑤
そ
の
他

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

基礎情報

保険年金課

施策目標 医療を受けられる保険制度を安定的に運営する

事務事業の
目的・成果

保険年金課

活動

活動 改善の内容

改善
時期
（年
度）

活動ごとの
予算額

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

事業の
方向性

事業の改善提案

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

活動ごとの
決算額

活動量・サービス量の達成状況

目標値

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

実績値活動指標の名称

22年度
の取組
に対す
る分析

事務事業の目的に対
する成果の状況

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

実績

実施計画
事業名

活動

活動

決算内訳（千円）

71 総
国民健康保険に
関わる交付金申
請事務

支払基金に対し、交付金
の概算払い金額算定のた
めに退職被保険者等にか
かる現年、過年度の給付
金額及び保険料の金額を
申請

支払基
金

定
例
定
型

適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ
国民健康保険
に関わる交付
金申請

12回／
年

未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

71
国民健康保険に
関わる交付金申
請事務

給付金及び保険料額
の申請

申請回数 年１２回 年１２回
給付金及び保険料額
の申請

申請回数 年１２回
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

72 総 帳票管理

国民健康保険給付事業の
適正運営を図るため、被
保険者の保険料賦課、徴
収、減免等に係る記録を
整理、保管、保存する。

被保険
者

定
例
定
型

適切に事務を行って
おり、成果がでてい
る。

Ａ 整理を実施す
る帳票数

年12帳
票

未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

72 帳票管理
国民健康保険の保険
料に係る帳票類の管
理

整理を実施す
る帳票数

年12帳
票

年12帳
票

国民健康保険の保険
料に係る帳票類の管
理

整理を実施す
る帳票数

年12帳
票

不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

73 総
各種補助金に関
する事務

国保事業の健全な運営に
資する

県建設
連合国
保組合

定
例
定
型

38
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 各種補助金に
関する事務

1回／年 38 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

73
各種補助金に関
する事務

組合への通知 通知回数 年１回 年１回 組合への通知 通知回数 年１回
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

73
各種補助金に関
する事務

補助金交付の決定 対象組合数 年１組合 年１組合 38 補助金交付の決定 対象組合数 年１組合 38
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし 維持

74 総
高額療養費の貸
付に関する事務

被保険者の療養に要した
費用が著しく高額である
とき、一部負担金として
支払った額の一部を貸付
ける。

被保険
者

定
例
定
型

0 該当なし Ｚ 高額療養費の
貸付

随時／年 3,400 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

74
高額療養費の貸
付に関する事務

申請書の受付 受付 年３回 該当なし 0 申請書の受付 受付 年３回 可
必
要

法
令
不
可

不
可

無 有り 24 再任用職員の活用 維持

74
高額療養費の貸
付に関する事務

貸付の審査、振込 審査・貸付 年３回 該当なし 貸付の審査、振込 審査・貸付 年３回 3,400 可
必
要

法
令
不
可

不
可

無 有り 24 再任用職員の活用 維持

75 総
出産育児一時金
貸付金に関する
事務

被保険者の出産に要する
費用の負担を考慮し、貸
付ける

被保険
者

定
例
定
型

0 該当なし Ｚ
出産育児一時
金貸付金に関
する事務

随時／年 10,752 未 低 低 高
現状維

持
有り 維持

75
出産育児一時金
貸付金に関する
事務

申請書の受付 受付 年１９回 該当なし 申請書の受付 受付 年１９回 可
必
要

法
令
不
可

不
可

無 有り 24 再任用職員の活用
予算
なし

75
出産育児一時金
貸付金に関する
事務

貸付、審査、給付 審査・貸付 年１９回 該当なし 0 貸付、審査、給付 審査・貸付 年１９回 10,752 可
必
要

法
令
不
可

不
可

無 有り 24 再任用職員の活用 維持

76 総
年金に関する相
談及び広報に関
する事務

納付・受給等の適正な指
導により将来の生活維持
及び向上を目指すととも
に国民年金制度の普及を
行う。

被保険
者・年
金受給

者

定
例
定
型

2,178
目標の達成に向け成
果が出ている。 Ａ 窓口開設日数

271日／
年

2,349 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

76
年金に関する相
談及び広報に関
する事務

各種届出以外の年金
相談

窓口開設日数
年２７１
日

年２７１
日

2,178
各種届出以外の年金
相談

窓口開設日数
年２７1
日

2,349 可
必
要

法
令
不
可

不
可

無 有り 24
再任用・非常勤嘱託
職員等の活用

維持

76
年金に関する相
談及び広報に関
する事務

年金広報
各種年金情報
の周知回数

年１２回 年１３回 年金広報
各種年金情報
の周知回数

年１２回 可
必
要

法
令
不
可

不
可

無 有り 24
再任用・非常勤嘱託
職員等の活用

予算
なし

77 総
国民年金法に基
づく各種届出に
係る事務

国民年金への加入・適
用・脱退・氏名変更・給
付請求書類の受付等の処
理

被保険
者・年
金受給

者

定
例
定
型

2,673
適切に受理・審査を
行っており成果が出
ている。

Ａ 各種届出・申
請の件数

32,270
件／年

3,535

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
有り 維持



業務棚卸評価シート（平成２３年度版） 13/16

実施計画

第５次実施計画

事業の指標の名称 目標値

21,097,519 21,097,519 活動指標の名称 目標値 21,696,211 21,696,211

予算内訳（千円）

業務
計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー
ズ

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

今後の事業展開
事後評価

平成２２年度評価
平成２３年度計画

必要性

③
成
果

④
市
民
協
働

⑤
そ
の
他

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

基礎情報

保険年金課

施策目標 医療を受けられる保険制度を安定的に運営する

事務事業の
目的・成果

保険年金課

活動

活動 改善の内容

改善
時期
（年
度）

活動ごとの
予算額

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

事業の
方向性

事業の改善提案

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

活動ごとの
決算額

活動量・サービス量の達成状況

目標値

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

実績値活動指標の名称

22年度
の取組
に対す
る分析

事務事業の目的に対
する成果の状況

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

実績

実施計画
事業名

活動

活動

決算内訳（千円）

77
国民年金法に基
づく各種届出に
係る事務

資格の取得に係る届
出

受理・審査
年5000
件

年4204
件

2,673
資格の取得に係る届
出

受理・審査
年5000
件

3,535

業
務
計
画

可
必
要

法
令
不
可

不
可

無 有り 24
再任用・非常勤嘱託
職員等の活用

維持

77
国民年金法に基
づく各種届出に
係る事務

種別変更に係る届出 受理・審査
年1100
件

年1165
件

種別変更に係る届出 受理・審査
年1100
件

業
務
計
画

可
必
要

法
令
不
可

不
可

無 有り 24
再任用・非常勤嘱託
職員等の活用

予算
なし

77
国民年金法に基
づく各種届出に
係る事務

資格の喪失に係る届
出

受理・審査
年1000
件

年636件
資格の喪失に係る届
出

受理・審査
年1000
件

業
務
計
画

可
必
要

法
令
不
可

不
可

無 有り 24
再任用・非常勤嘱託
職員等の活用

予算
なし

77
国民年金法に基
づく各種届出に
係る事務

氏名変更に係る届出 受理・審査 年430件 年411件 氏名変更に係る届出 受理・審査 年430件

業
務
計
画

可
必
要

法
令
不
可

不
可

無 有り 24
再任用・非常勤嘱託
職員等の活用

予算
なし

77
国民年金法に基
づく各種届出に
係る事務

住所変更に係る届出 受理・審査
年
11000
件

年
10902
件

住所変更に係る届出 受理・審査
年
11000
件

業
務
計
画

可
必
要

法
令
不
可

不
可

無 有り 24
再任用・非常勤嘱託
職員等の活用

予算
なし

77
国民年金法に基
づく各種届出に
係る事務

年金手帳の再交付の
申請

受理・審査 年400件 年275件
年金手帳の再交付の
申請

受理・審査 年400件

業
務
計
画

可
必
要

法
令
不
可

不
可

無 有り 24
再任用・非常勤嘱託
職員等の活用

予算
なし

77
国民年金法に基
づく各種届出に
係る事務

納付書、その他の届
出

受理・審査
年3900
件

年3901
件

納付書、その他の届
出

受理・審査
年3900
件

業
務
計
画

可
必
要

法
令
不
可

不
可

無 有り 24
再任用・非常勤嘱託
職員等の活用

予算
なし

77
国民年金法に基
づく各種届出に
係る事務

受給権者からの裁定
請求その他給付に係
る申請の届出

受理・審査
年1300
件

年1181
件

受給権者からの裁定
請求その他給付に係
る申請の届出

受理・審査
年1300
件

業
務
計
画

可
必
要

法
令
不
可

不
可

無 有り 24
再任用・非常勤嘱託
職員等の活用

予算
なし

77
国民年金法に基
づく各種届出に
係る事務

現況届 受理・審査 年140件 年373件 現況届 受理・審査 年140件

業
務
計
画

可
必
要

法
令
不
可

不
可

無 有り 24
再任用・非常勤嘱託
職員等の活用

予算
なし

77
国民年金法に基
づく各種届出に
係る事務

保険料の免除の申請 受理・審査
年8000
件

年8174
件

保険料の免除の申請 受理・審査
年8000
件

業
務
計
画

可
必
要

法
令
不
可

不
可

無 有り 24
再任用・非常勤嘱託
職員等の活用

予算
なし

77
年金システムの
最適化に係る事
務

情報システム最適化
プロジェクトに従い
年金システムの最適
化

開発工程

平成24
年3月
（システ
ム検証工
程に入る
まで）

不
可

必
要

済
不
可

無 なし
予算
なし

78 総 交付金事務
交付金受給のため各種資
料を基に申請書及び報告
書を作成する。

国・年
金事務

所

定
例
定
型

適切に申請・報告を
行っており成果が出
ている。

Ａ 申請及び報告
の回数

2回／年 未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

78 交付金事務
事務費交付金の申請
及び報告

申請及び報告
の件数

年3件

年3件
（概算・
精算・決
算）

事務費交付金の申請
及び報告

申請及び報告
の件数

年2件
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

79 総
電算処理の連絡
及び調整に関す
る事務

住民異動など被保険者の
状況を適正に処理をす
る。

年金事
務所

定
例
定
型

目標期限どおり処理
を行っており成果が
出ている。

Ａ
各種電算処理
リストの出力
時期

毎日、
12回／
年

未 高 高 高
現状維

持
有り

予算
なし

79
電算処理の連絡
及び調整に関す
る事務

住民異動リストの出
力

出力時期
年２４３
日

年２４３
日

住民異動リストの出
力

出力時期
年２４４
日

可
必
要

法
令
不
可

不
可

無 有り 24
再任用・非常勤嘱託
職員等の活用

予算
なし

79
電算処理の連絡
及び調整に関す
る事務

在留外国人２０歳到
達予定者対象リスト
の出力

出力時期 年１２回 年１２回
在留外国人２０歳到
達予定者対象リスト
の出力

出力時期 年１２回 可
必
要

法
令
不
可

不
可

無 有り 24
再任用・非常勤嘱託
職員等の活用

予算
なし



業務棚卸評価シート（平成２３年度版） 14/16

実施計画

第５次実施計画

事業の指標の名称 目標値

21,097,519 21,097,519 活動指標の名称 目標値 21,696,211 21,696,211

予算内訳（千円）

業務
計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー
ズ

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

今後の事業展開
事後評価

平成２２年度評価
平成２３年度計画

必要性

③
成
果

④
市
民
協
働

⑤
そ
の
他

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

基礎情報

保険年金課

施策目標 医療を受けられる保険制度を安定的に運営する

事務事業の
目的・成果

保険年金課

活動

活動 改善の内容

改善
時期
（年
度）

活動ごとの
予算額

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

事業の
方向性

事業の改善提案

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

活動ごとの
決算額

活動量・サービス量の達成状況

目標値

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

実績値活動指標の名称

22年度
の取組
に対す
る分析

事務事業の目的に対
する成果の状況

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

実績

実施計画
事業名

活動

活動

決算内訳（千円）

79
電算処理の連絡
及び調整に関す
る事務

任意加入終了者リス
トの出力

出力時期 年１２回 年１２回
任意加入終了者リス
トの出力

出力時期 年１２回 可
必
要

法
令
不
可

不
可

無 有り 24
再任用・非常勤嘱託
職員等の活用

予算
なし

80 総

国民年金法に基
づく福祉年金の
窓口受付に関す
る事務

老齢福祉年金受給者の記
載に係る情報の確認と死
亡に関する届出の処理を
行う。

老齢福
祉年金
受給者

定
例
定
型

適正に受理・審査を
行っており成果が出
ている。

Ａ 各種届出の受
理件数

15件／
年

未 低 高 高
現状維

持
有り

予算
なし

80

国民年金法に基
づく福祉年金の
窓口受付に関す
る事務

死亡届や未支給請求
書の受領等

受理・審査の
件数

年４件 年4件
死亡届や未支給請求
書の受領等

受理・審査の
件数

年15件 可
必
要

法
令
不
可

不
可

無 有り 24
再任用・非常勤嘱託
職員等の活用

予算
なし

80

国民年金法に基
づく福祉年金の
窓口受付に関す
る事務

死亡等の報告 報告件数 年７件 年2件 死亡等の報告 報告件数 年15件 可
必
要

法
令
不
可

不
可

無 有り 24
再任用・非常勤嘱託
職員等の活用

予算
なし

81 総
老人保健医療事
業

老人保健制度の適切な医
療の確保

支払基
金・国
保連合

会

定
例
定
型

9,705

適切に事務を行って
いるが、制度終了に
伴う件数減少のた
め、目標に達しな
かった。

Ｃ 支払件数 年100件 2,496 未 低 低 低 縮小 なし
減ら
す

81
老人保健医療事
業

国保連・支払基金へ
の扶助費の支払。

支払件数 年100件 年１０件 9,705
国保連・支払基金へ
の扶助費の支払。

支払件数 年100件 2,496
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし
減ら
す

81
老人保健医療事
業

負担金・補助金・交
付金等の申請等

申請回数 年４回 年４回

82 総
日雇特例被保険
者事業

日雇特例被保険者の適切
な医療の確保

日雇特
例被保
険者

定
例
定
型

申請等について、適
切に事務を行ってい
る。

Ａ 受給要件の確
認

10 未 低 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

82
日雇特例被保険
者事業

受給者証の交付 交付件数 年２件 年０件 受給要件の確認 対象者数 年10名
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

83 総
後期高齢者医療
事業（広域連合
の安定運営）

高齢者に適切な医療が提
供出来るよう、広域連合
の運営を支える業務

後期高
齢者医
療広域
連合

定
例
定
型

1,150,526
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 支払回数 年１６回 1,227,274 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

83
後期高齢者医療
事業（広域連合
の安定運営）

広域連合への共通経
費の支払い

支払回数 年５回 年５回 44,337
広域連合への共通経
費の支払い

支払回数 年５回 50,452
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし 維持

83
後期高齢者医療
事業（広域連合
の安定運営）

広域連合への療養給
付費にかかる市町村
定率負担金の支払い

支払回数 年１１回 年１１回 1,106,189
広域連合への療養給
付費にかかる市町村
定率負担金の支払い

支払回数 年１１回 1,176,822
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし 維持

84 総
後期高齢者医療
一般管理事業

後期高齢者医療保険制度
における総合的な管理運
営に係る事業

被保険
者

定
例
定
型

15,263
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ
市町村システ
ムの運用保守
等

年１回 15,206 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

84
後期高齢者医療
一般管理事業

医療事務電算システ
ムの開発及び保守

終了期限
平成２３
年３月

平成２３
年３月

8,220
医療事務電算システ
ムの開発及び保守

終了期限
平成２４
年３月

7,224
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持

84
後期高齢者医療
一般管理事業

医療事務電算システ
ム等の運用

運用期間 １２か月 １２か月 7,043
医療事務電算システ
ム等の運用

運用期間 １２か月 7,982 済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持

84
後期高齢システ
ムの最適化に係
る事務

情報システム最適化
プロジェクトに従い
後期高齢システムの
最適化

開発工程

平成23
年3月
（機能要
件定義作
成工程ま
で）

不
可

必
要

済
不
可

無 なし
予算
なし
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実施計画

第５次実施計画

事業の指標の名称 目標値

21,097,519 21,097,519 活動指標の名称 目標値 21,696,211 21,696,211

予算内訳（千円）

業務
計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー
ズ

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

今後の事業展開
事後評価

平成２２年度評価
平成２３年度計画

必要性

③
成
果

④
市
民
協
働

⑤
そ
の
他

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

基礎情報

保険年金課

施策目標 医療を受けられる保険制度を安定的に運営する

事務事業の
目的・成果

保険年金課

活動

活動 改善の内容

改善
時期
（年
度）

活動ごとの
予算額

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

事業の
方向性

事業の改善提案

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

活動ごとの
決算額

活動量・サービス量の達成状況

目標値

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

実績値活動指標の名称

22年度
の取組
に対す
る分析

事務事業の目的に対
する成果の状況

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

実績

実施計画
事業名

活動

活動

決算内訳（千円）

85 総
後期高齢者医療
保険の保険料徴
収事務

後期高齢者医療保険制度
における保険料徴収事務

被保険
者

定
例
定
型

9,937
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 保険料額決定
通知等の発送

42,000
件

15,645

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

85

後期高齢者医療
保険の保険料徴
収および窓口事
務

被保険者証の再交付
等資格申請受付業務

受付件数
年2400
件

3414件
事業№86後期高齢者
医療保険の窓口事務

85

後期高齢者医療
保険の保険料徴
収および窓口事
務

高額療養費等給付申
請受付業務

受付件数
年4800
件

4714件
事業№86後期高齢者
医療保険の窓口事務

85
後期高齢者医療
保険の保険料徴
収事務

特別徴収保険料徴収
業務

対象者
14000
人

14993
人

2,048
特別徴収保険料徴収
業務

対象者
16000
人

5,409

業
務
計
画

不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし 維持

85
後期高齢者医療
保険の保険料徴
収事務

保険料の確定賦課お
よび普通徴収保険料
徴収業務

対象者 6000人 5939人 2,657
保険料の確定賦課お
よび普通徴収保険料
徴収業務

対象者 6500人 6,497

業
務
計
画

不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし 維持

85
後期高齢者医療
保険の保険料徴
収事務

保険料収納管理業務 処理件数
13000
0件

14139
1件

5,232 保険料収納管理業務 処理件数
15450
0件

3,739

業
務
計
画

不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし 維持

86 総
後期高齢者医療
保険の窓口事務

後期高齢制度に関する各
種申請手続きを適正に行
うことにより、被保険者
への医療給付等が速やか
に行われるようにする。

被保険
者

定
例
定
型

事業№85から分割
各種申請書類
の受付

毎日 未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

86
後期高齢者医療
保険の窓口事務

事業№85から分割
被保険者証の再交付
等資格申請受付業務

受付件数
年2400
件

済
必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

86
後期高齢者医療
保険の窓口事務

事業№85から分割
高額療養費等給付申
請受付業務

受付件数
年4800
件

済
必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

87 総
後期高齢者広域
連合への保険料
等の納付事務

後期高齢者医療保険制度
の保険料等の広域連合へ
の納付

後期高
齢者医
療広域
連合

定
例
定
型

2,094,426
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 納付回数 年14回 2,141,083 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

87
後期高齢者広域
連合への保険料
等の納付事務

広域連合へ徴収保険
料納付

納付回数 年１２回 年１２回 1,882,205
広域連合へ徴収保険
料納付

納付回数 年１２回 1,912,432
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし 維持

87
後期高齢者広域
連合への保険料
等の納付事務

広域連合へ保険基盤
安定制度拠出金納付

納付回数 年２回 年２回 212,221
広域連合へ保険基盤
安定制度拠出金納付

納付回数 年２回 228,651
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし 維持

88 総

出産育児一時金
の支払手数料の
支払い事務に関
する事務

出産育児一時金直接支払
制度実施に対する手数料
の支払い

国保連
合会

定
例
定
型

57
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ

出産育児一時
金の支払手数
料の支払い事
務に関する事
務

12回／
年

71 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

88

出産育児一時金
の支払手数料の
支払い事務に関
する事務

出産育児一時金に対
する手数料

支払回数 年１２回 年２５回 57
出産育児一時金に対
する手数料

支払回数 年２４回 71 可
必
要

法
令
不
可

不
可

無 有り 24 再任用職員の活用 維持

89 総
年金記録に関す
る相談事業

「ねんきん特別便」「ね
んきん定期便」などの年
金記録問題に係る適正な
指導を行い、一人ひとり
の年金受給権確保及び生
活の向上を図る。

被保険
者・年
金受給

者

定
例
定
型

窓口開設日数
271日／
年

未 高 高 高
現状維

持
有り

予算
なし

89
年金記録に関す
る相談事業

年金記録問題に係る
年金相談

窓口開設日数 年271日 可
必
要

法
令
不
可

不
可

無 有り 24
再任用・非常勤嘱託
職員等の活用

予算
なし
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実施計画

第５次実施計画

事業の指標の名称 目標値

21,097,519 21,097,519 活動指標の名称 目標値 21,696,211 21,696,211

予算内訳（千円）

業務
計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー
ズ

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

今後の事業展開
事後評価

平成２２年度評価
平成２３年度計画

必要性

③
成
果

④
市
民
協
働

⑤
そ
の
他

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

基礎情報

保険年金課

施策目標 医療を受けられる保険制度を安定的に運営する

事務事業の
目的・成果

保険年金課

活動

活動 改善の内容

改善
時期
（年
度）

活動ごとの
予算額

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

事業の
方向性

事業の改善提案

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

活動ごとの
決算額

活動量・サービス量の達成状況

目標値

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

実績値活動指標の名称

22年度
の取組
に対す
る分析

事務事業の目的に対
する成果の状況

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

実績

実施計画
事業名

活動

活動

決算内訳（千円）

90 総
ジェネリック医
薬品普及啓発事
業

パンフレットや希望カー
ドの配付及び切り替えた
場合の削減額通知など
ジェネリック医薬品の普
及啓発を図り、保険給付
費の抑制に努める。

被保険
者

政
策 削減額通知 1回 7,500 未 高 中 高

現状維
持

有り 維持

90
ジェネリック医
薬品普及啓発事
業

ジェネリック医薬品
の普及啓発パンフ
レットの配布

配布部数
年
37,500
部

7,500 可
必
要

法
令
不
可

不
可

無 有り 24 再任用職員の活用 維持

91 総
後期高齢者医療
一般会計繰り出
し事務

後期高齢者医療制度に対
し市が適切に業務を行う
ため、運営に係る経費を
負担する

後期高
齢者医
療事業
特別会

計

定
例
定
型

制度の安定運
営

１回/年 93,097 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

91
後期高齢者医療
一般会計繰り出
し事務

制度の安定運営 安定運営 １回/年 93,097
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし 維持

92 総
後期高齢者医療
基盤安定繰り出
し事務

後期高齢者医療制度に対
し市が適切に業務を行う
ため、運営に係る経費を
負担する

後期高
齢者医
療広域
連合

定
例
定
型

制度の安定運
営

年２回 228,651 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

92
後期高齢者医療
基盤安定繰り出
し事務

制度の安定運営
県負担金の申
請

2回/年 228,651
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし 維持

46 総
国民健康保険事
業特別会計繰出
金

安定的で持続可能な国保
財政を維持し、適切に運
営を行うために適正に負
担をする

被保険
者

定
例
定
型

収支不足に陥
らないための
適正な額の繰
出金の予算執
行率

100% 1,477,552 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

46
国民健康保険事
業特別会計繰出
金

国保財政の安定運営 安定運営 1年 1,477,552 済
必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし 維持

93 総
国民健康保険事
業保険基盤安定
繰出金

安定的で持続可能な国保
財政を維持し、適切に運
営を行うために適正に負
担をする

被保険
者

定
例
定
型

収支不足に陥
らないための
適正な額の繰
出金の予算執
行率

100% 572,448 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

93
国民健康保険事
業保険基盤安定
繰出金

国保財政の安定運営 安定運営 1年 572,448 済
必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし 維持

888 総
災害応急対策活
動

本市域に、地震動・津波
等伴う諸現象による同時
多発的災害が発生した場
合に、被害を軽減し、応
急対策活動を課として迅
速的確に対処する。

全市民
等

定
例
定
型

888
災害応急対策活
動

部の災害応急対策活
動マニュアルおける
課（班）の活動内容
の検証及び見直し

マニュアルの
検証及び見直
し

４月 ４月

部の災害応急対策活
動マニュアルおける
課（班）の活動内容
の検証及び見直し

マニュアルの
検証及び見直
し

７月

888 総 庁内共通事務

定
例
定
型

888 総 庁内共通業務

定
例
定
型

31,930 31,930 28,122 28,122

888 総 庁内共通業務

定
例
定
型

581 581 546 546

888 総 庁内共通業務

定
例
定
型


